
（ ）

　

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
外交に関する世論調査・北朝鮮への関心事項

チェック

77%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
拉致問題対策本部事務局の設置に関する規則

主要政策・施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

達成度 ％

194

【平成27年度まで】
拉致問題の解決まで、外国
の報道関係者や専門家等
の被招へい者の８割以上
から理解が促進されたとの
回答を得ること。

実施方法

定量的な成果目標

27年度

％

翌年度へ繰越し -

計

拉致問題対策経費 担当部局庁 内閣官房副長官補 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 拉致問題対策本部事務局 内閣参事官　西泉　彰雄

事業名

会計区分

30年度

-

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

-

28年度

（１）国際世論を喚起し、また、各国の対北朝鮮政策の決定に影響を与えるため、外国の報道関係者や専門家等を我が国に招聘し、日本政府によるブリー
フィングや懇談などを通じ理解促進活動を行う。
（２）拉致問題ホームページや冊子等の作成及び提供並びに拉致被害者ご家族の救出運動等を紹介する映像素材の制作及び上映会等を開催し、国内外
の不特定多数の者へ理解促進活動を行う。
（３）地方公共団体等と連携しながら、地方集会「国民の集い」を全国各地にて開催し、住民参加型の理解促進活動を行う。
（４）海外においてイベントを開催することにより、国際社会へ情報発信し、国際社会との連携強化を図る。

- -

142

- -

- -

-

【平成27年度まで】
外国の報道関係者や専門
家等の招へい事業の成果
として、被招へい者の理解
が促進されたとの回答を得
た割合。

％

％

- 101.5

中間目標
成果指標

予備費等

当初予算

96

- -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

68% 75%

定量的な成果目標

198

補正予算

成果指標

- -

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

拉致問題対策本部では、拉致問題の解決に資する内外広報活動の充実に取り組んでおり、国内外の公衆に対して拉致問題に係る啓発を行い、広く理解促
進を図ることを目的とする。

前年度から繰越し

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

264

成果実績 ％

目標値

％

日本人拉致問題について、
時の経過により風化しない
よう、国民による日本人拉
致問題への関心の割合を
80％以上とする。

外交に関する世論調査に
おける北朝鮮への関心事
項について、日本人拉致問
題をあげた割合

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

平成３０年度行政事業レビューシート 内閣官房

68% 75% 77%

-

執行額

142 194 198 199

146 153

執行率（％）

97.9 - -

80 -

拉致問題の解決に向けた方針と具体的施策（拉致問題対策
本部決定）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

125 -

199 264

-

関係する
計画、通知等

-

-

年度 年度-

-

- -

-

-

-

達成度

100 -成果実績

目標値 -80

単位

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

30 年度 - 年度

- 81.2 78.3 - -

- 80 80

30年度当初予算

3

196

-

-

-

199計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

事業番号 　 0004

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」91

拉致問題に関する国際社会への理解促進活動経費等の増

31年度要求

264

- -

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

職員旅費

拉致問題対策庁費

-

-

-

3

261

-

-

-



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

-

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

24 -

- -

-

目標定性的指標

啓発事業による執行額／啓発事業の回数

-

目標最終年度

- -- -

中間目標

-

-

目標値

単位当たり
コスト

単位当たり
コスト

人

活動指標

算出根拠

活動実績

単位

活動実績 回

当初見込み

当初見込み

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

3 - -

- 23 24

27年度 28年度 29年度

単位

算出根拠 単位

計算式 　　円/人

32

27年度

　　円/回 199百万円/24回

【平成27年度まで】
                                被招へい者数

百万円

百万円

回

29年度
-

人

-

- 6.5 4.7 8.3

計算式 -

啓発事業の回数

-

30年度活動見込

0.3 -

-

-

K
P
I

(

第
一
階
層

）

年度

- -

目標値 -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

単位
計画開始時

30年度

28年度

-

【平成27年度まで】
被招へい事業による執行額／被招へい者数

単位当たり
コスト

成果実績

-

28年度 29年度

-

-

-

-

単位当たり
コスト

-

-

29年度

年度

-

年度

施策の進捗状況（目標）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

10 - -

28年度 29年度

-

28年度

-

-

29年度

単位

改革
項目

分野： - -

施策の進捗状況（実績）

-

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-

-

-
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

143百万円/22回

1百万円/3人

153百万円/32回

30年度活動見込

27年度

22

年度-

27年度

-

27年度
中間目標 目標年度

年度

実績値 - -

-

-

-

施策 -

政策 -

-

測
定
指
標

目標年度

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度

-

成果実績 - -

30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

- - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

内閣の最重要課題である拉致問題の解決のためには、国に
おいて実施する必要がある。

評　価項　　目

拉致問題は我が国の喫緊の国民的課題であり，それらを解
決するための有効的な手段として広報活動を行っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

拉致問題を解決するためには、広報活動による国内外への周知が不可欠であり、国内外において関心が薄れないように継続して実施していく
ことが重要であり、執行にあたっては、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的な執行に努めている。

○

啓発のための冊子やパンフレットについては、理解促進活動
に一環として十分に活用している。

‐

外部有識者の所見

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

－

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、効果的･効率的な事業の実施に努めつつ、執行実績に見合う予算計上となるよう努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

実施するものには原則、一般競争入札等を行っており公平
性・競争性の確保に努めている。
また、随意契約となったものについては価格交渉を実施して
いる。

○

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努めることとし、効率的に執行した実績を概算要求に反映させること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

執
行
等
改

善

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

拉致問題は我が国の喫緊の国民的課題であり，それらを解
決するための有効的な手段として広報活動を行っており、優
先度の高い事業である。

実施するものには原則、一般競争入札等を行っており公平
性・競争性の確保に努めている。
また、随意契約となったものについては価格交渉を実施して
おり、単位当たりコスト等の水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

概ね目標に見合ったものとなっている。

引き続き、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的な執行に努める。

○

事業目的を達成するため必要なものに限定されている。

○

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

関
連
事
業

‐

‐

概ね見込みに見合ったものとなっている。

‐

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

有

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要

性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

備考

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

平成28年度 0005

0007 平成25年度 0003

平成29年度 内閣官房 0005

0003

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成27年度 0005平成26年度

内閣官房

１５３百万円

E.個人
３百万円

【一般競争契約（最低価格）】

A．民間会社

（２社）

２９百万円

【一般競争契約（最低価格）等】

C.民間会社

（７３社）

１１５百万円

公衆に対する拉致問題の理解促進を図るた
め、国内におけるイベント、拉致問題ホーム
ページや冊子等の作成及び提供並びに拉
致被害者ご家族の救出活動等を紹介する
映像素材の制作・上映等に係る経費

【随意契約（少額）等】

D.民間会社

（２１社）

４百万円

地域における拉致問題に関する世論啓発
を図るため、地方公共団体等との連携によ
る地方集会「国民の集い」開催に係る運用
支援、会場借料、印刷、講演謝金等の経費

国際社会への理解促進を深め、国際協力を
得るため、海外でのイベント開催に係る経
費

【随意契約（少額）】

B．民間会社

（４社）

２百万円

諸外国の報道関係者等に対する拉致問
題の理解促進を図るため、日本へ招聘
（拉致現場視察等を含む）に係る経費

(職員旅費)



　チェック

A.（株）エフエム東京

人件費

講演者

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

諸謝金

印刷製本費 マニュアル、プログラム、配布資料 0.4

金　額
(百万円）

旅費 講演者 3.4

使　途

役務・物品

スタッフ 3.1

借料 機材、会場

B.
金　額

(百万円）

14.5

使　途

1.1

計 22.7 計 0

旅費 運営スタッフ、上演団体スタッフ 19.7

金　額
(百万円）

費　目 使　途

費　目

金　額
(百万円）

広報、通訳、映像コンテンツ、上映会運営、
議事録

費　目

C.（株）エヌ・ティ・ティ・アド D.

費　目 使　途

0.2

人件費 スタッフ、司会 6

印刷製本費 チラシ、ポスター、アンケート印刷 2.1

役務 資料作成、看板作成、手話通訳、記録撮影 6

借料 会場、機材

その他 一般管理 1.5

0.3

金　額
(百万円）

費　目

計 35.6 計 0

使　途
金　額

(百万円）
使　途

計

E.

計 0

F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0



支出先上位１０者リスト

A.

B

（株）エフエム東京

(株)メディアコミュニ
ケーションズ

3 -

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

3010001011703

1010001012439 22.7

2

3 -

法　人　番　号

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

北朝鮮による拉致問題に
関する理解促進活動の開
催支援業務

北朝鮮による拉致問題に
関する理解促進活動の開
催支援業務（事前準備）

-

(株)サイマルインター
ナショナル

6010001109206

北朝鮮による日本人拉致
問題啓発のための海外の
報道関係者・専門家招へい
事業（同時通訳）

0.6

3 - -

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）近畿日本ツーリ
ストコーポレートビジ
ネス

4010001148932

北朝鮮による日本人拉致
問題啓発のための海外の
報道関係者・専門家招へい
事業（招へい者の送迎）

0.8
随意契約
（少額）

- -

随意契約
（少額）

- - -

(株)ジャパックス 3011001032986

北朝鮮による日本人拉致
問題啓発のための海外の
報道関係者・専門家招へい
事業（招待状作成）

0.1
随意契約
（少額）

-

4 (株)コサイン 5010701003361

北朝鮮による日本人拉致
問題啓発のための海外の
報道関係者・専門家招へい
事業（看板製作）

0.1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

一般競争契約
（最低価格）

6.3



C

拉致問題啓発冊子「北朝鮮
による日本人拉致問題」

2.3
一般競争契約
（最低価格）

8
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

（株）キーペックス 2040001001603
北朝鮮による日本人拉致
問題啓発パンフレット等の
保管および発送業務

1.8
一般競争契約
（最低価格）

2 -
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

不二オフセット（株）

政府主催「北朝鮮人権侵害
問題啓発週間」関連行事に
おける「拉致問題国際シン
ポジウム」開催に係る運営
支援業務

11.4
一般競争契約
（最低価格）

3 -
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

「めぐみ-引き裂かれた家
族の３０年」上映権契約

5.6
随意契約
（その他）

-

-

- -

（株）読売エージェン
シー

1010001031728

政府主催「北朝鮮人権侵害
問題啓発週間」関連行事に
おける「拉致問題国際シン
ポジウム」開催に係る新聞
広告掲載業務

5.1
一般競争契約
（最低価格）

3 -
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

〃 -

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術等の上演）の実施（広
島市）

4.3
随意契約

（企画競争）
1

随意契約
（企画競争）

1

-
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

-
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

随意契約
（企画競争）

1

劇団夜想会 -

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術等の上演）の実施（東
京都板橋区）

4.1
随意契約

（企画競争）
1

随意契約
（企画競争）

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術の上演等）の実施に係
る運営支援業務

35.7
一般競争契約
（最低価格）

-
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

-
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術等の上演）の実施（宜
野湾市）

5

-
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術等の上演）の実施（多
賀城市）

4.3

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術等の上演）の実施（小
浜市）

4.3 1

支　出　先 法　人　番　号

3

4

1

2

（株）エヌティティアド 7010701013722

〃 -

〃 -

-
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

7

8

5

6

〃 -

〃 -

〃 -

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術等の上演）の実施（横
手市）

4.3
随意契約

（企画競争）
1 -

落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

11

12

9

10

（株）毎日企画サービ
ス

7010001029989

ギャガ（株） 5010401068135

（株）メディアコミュニ
ケーションズ

3010001011703

作文コンクール 11.9
一般競争契約
（最低価格）

5 -
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

拉致問題に対する理解促
進のための啓発事業（舞台
芸術等の上演）の実施（伊
万里市）

4.4
随意契約

（企画競争）
1 -

落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

15

16

13

14

エクスカリバー（株） 1010001113328

（株）双文社 1010001004320

5013101000342

「北朝鮮による日本人拉致
問題啓発セミナー」に関す
る支援業務

3.1
一般競争契約
（最低価格）

3 -
落札率については、予定価格が
類推されるおそれがあることか
ら未記載とする。

拉致問題啓発冊子「北朝鮮
による日本人拉致問題」増
刷

1.4
随意契約
（その他）

- - -



D

E

チェック

個人Ｊ - 職員旅費 0.1 - - -

個人Ｅ - 職員旅費 0.1 - - -

職員旅費 0.1 - - -

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- -職員旅費 0.1 -

個人Ａ - 職員旅費 0.1 -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -職員旅費 0.1 -

- -

- - -
（公財）とっとりコンベ
ンションビューロー

3270005003349

「拉致問題を考える国民の
集い」の実施に係る会場・
備品借上げ（鳥取県）

0.2
随意契約
（少額）

「拉致問題を考える国民の
集い」の実施に係る経費に
ついて（山口県）司会・会場
設営・運営等

0.5
随意契約
（少額）

-

- -
「拉致問題を考える国民の
集い」に係るチラシ及びポ
スターの印刷

0.2
随意契約
（少額）

-

- -

（株）川又感光社 8050001000763
「拉致問題を考える国民の
集い」の実施に係る経費に
ついて（茨城県）看板製作

0.5
随意契約
（少額）

- - -

- -
「拉致問題を考える国民の
集い」に係るチラシ及びポ
スターの印刷

0.2
随意契約
（少額）

-

- - -

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

（株）アド・ブレーン 3270001000036
「拉致問題を考える国民の
集い」の実施に係る経費に
ついて（米子）新聞

0.6
随意契約
（少額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

支　出　先 法　人　番　号

4

5

2

3

公立学校共済組合
千葉宿泊所

-

（株）西日本高速印
刷

8290001009351

（株）リバース 5250001002726

「拉致問題を考える国民の
集い」の実施に係る経費の
使用について（千葉県）

0.6
随意契約
（少額）

- - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

茨城青写真製本
（株）

4050001000172

公立学校共済組合
千葉宿泊所

-

（株）太陽堂印刷所 6040001004180

「拉致問題を考える国民の
集い」に係るチラシ及びポ
スターの印刷

0.2
随意契約
（少額）

- - -

10
（公財）常陽藝文セン
ター

7050005000356

「拉致問題を考える国民の
集い」の実施に係る会場・
備品借上げ（茨城県）

0.2
随意契約
（少額）

- - -

「拉致問題を考える国民の
集い」の実施に係る経費に
ついて（千葉県）借上以外

0.2
随意契約
（少額）

- - -

1

2 個人Ｂ -

支　出　先 法　人　番　号

5

6

3

4

個人Ｃ -

個人Ｄ -

個人Ｆ -

職員旅費 0.1 - - -

職員旅費 0.1 - - -

9

10

7

8

個人Ｇ -

個人Ｈ -

個人Ｉ -

職員旅費 0.1 - - -

職員旅費 0.1 - - -



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

--

業　務　概　要契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

-

契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

1 - - -
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